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2.7.1 (3) 富山湾西側海域の断層の活動性 －Co.1測線－

○Co.1測線において，大陸斜面基部でB層，C層，D層に変位が認められることから，断層を推定した。

・この図面は，海上保安庁水路部（現，海洋情報部）の
海上音波探査の記録を北陸電力が独自に解析・作
成したものである

断層

下図範囲
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A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。



○N-139S測線において，C層下部に変形が認められるが，少なくともQ層に変位，変形は認められない。
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2.7.1 (4) 文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2015）TB3の活動性 －N-139S測線－
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・この図面は，地質調査所（現 産業技術総合研究所）の海上音波
探査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである

位置図

右図記録範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。
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2.7.1 (4) 文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2015）TB3の活動性 －N-141測線－

位置図

○N-141測線において，C層に変位，変形が認められ，Q層基底に変位，変形の可能性が否定できないが，Q層内の変位，変形の有無は判定でき
ない。

下図範囲

・この図面は，地質調査所（現 産業技術総合研究所）の海上音波
探査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである

断層（破線は推定）

右図記録範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。



2.7.1 (4) 文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2015）TB3の活動性 －N-142測線－

TB3の位置図

○N-142測線において，少なくともQ層に変位，変形は認められない。
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下図範囲

・この図面は，地質調査所（現 産業技術総合研究所）の海上音波
探査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである
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A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。
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2.7.1 (5) 富山湾西側海域の断層の活動性 －まとめ－

○海上音波探査の結果，富山湾西側の大陸斜面基部に示された断層のうち，北部と南部に雁行状に分布する数本の断層が推定され，中部更新
統を含むそれより下位の地層に変位が推定された（P.508～512，515～517）。

○また，本断層の北部と南部を隔てる中間部については，新第三系上部に変位，変形は認められない（P.513，514）。
○さらに，文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2015）が推定したTB3の位置には，上部更新統に変位，変形が認められ

るような連続した構造は認められない （P.518～520）。
○以上のことから，富山湾西側海域の断層については，後期更新世以降の活動が認められた北部と南部に加え，中間部は新第三系上部に変位，

変形は認められないものの，急斜面が北部から南部まで連続して分布していることから，後期更新世以降の活動が認められる北部と南部に挟
まれた中間部も含めた区間（富山湾西側海域断層）を後期更新世以降の活動が否定できない区間として評価する。

位置図（岡村（2002）に加筆）

（岡村，2002）
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2.7.1 (6) 富山湾西側海域断層の端部 －北端調査 No.3測線－

○Co.1測線で断層を推定した北方延長にあたるNo.3測線において，少なくともB層に断層等を推定できるような変位，変形は認められない。
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位置図

右図記録範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。



○No.3測線のさらに北方延長にあたるNo.2測線において，富山湾西側海域断層，TB3に対応する断層等は認められない。
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右図記録範囲

下図範囲

位置図
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A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。

2.7.1 (6) 富山湾西側海域断層の端部 －北端調査 No.2測線－
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2.7.1 (6) 富山湾西側海域断層の端部 －南端調査 No.6測線－

○N-4E測線で断層を推定した南方延長にあたるNo.6測線において，断層等を推定できるような変位，変形は認められない。
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○No.6測線のさらに南方延長にあたるNo.8測線において，断層等を推定できるような変位，変形は認められない。
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位置図

右図記録範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。

2.7.1 (6) 富山湾西側海域断層の端部 －南端調査 No.8測線－
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2.7.1 (6) 富山湾西側海域断層の端部 －まとめ－

■北東端
○文献調査の結果，富山湾西側海域断層に対応する断層を示している文献のうち，文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2015）が最も長く図示している。
○海上音波探査の結果，Co.1測線で推定した断層の北方延長で，文献が断層を図示する位置にあたるNo.3測線，No.2測線において，少なくともB層に断層等を推定できるような変位，変形は

認められない。
⇒海上音波探査の結果からは，No.3測線が北東端と評価されるが，文献調査結果を踏まえ，文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2015）が示す位置を北東端と評価。

■南西端
○文献調査の結果，富山湾西側海域断層に対応する断層を示している文献のうち，文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2015）が最も長く図示している。
○海上音波探査の結果，N-4E測線で推定した断層の南方延長で，文献が断層を図示する位置にあたるNo.6測線，No.8測線※1において，断層等を推定できるような変位，変形は認められない。
⇒海上音波探査の結果からは，No.6測線が南西端と評価されるが，文献調査結果を踏まえ，文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2015）が示す位置を南西端と評価。

○以上のことから，富山湾西側海域断層の長さについては，文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2015）の示す約53km区間を評価。

※2： 以外の富山湾西側海域の断層を確認した音波探査記録はデータ集2

端部測線

断層を確認した測線※2

※1：N-4E測線の南方延長にあたるNo.5測線，N-128測線は，音波探査記録が不明瞭であり判定が困難であることから，活動性のある範囲に含めている。
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2.7.2 能登半島北部沿岸域断層帯
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2.7.2 (1) 能登半島北部沿岸域断層帯の評価結果

【文献調査】（P.529）
○井上・岡村（2010）は，能登半島北岸沖の詳細な活断層調査から，猿山沖セグメント，輪島沖セグメント，珠洲沖セグメントを図示している。また，岡村（2002）は，禄剛海脚を中心とする複背斜

構造の北西翼及び能登半島北岸海域に断続した3条の逆断層及び伏在逆断層を図示している（以下，禄剛海脚北西縁の構造を禄剛セグメントと称する） 。
○日本海における大規模地震に関する調査検討会（2014）は，猿山沖セグメント，輪島沖セグメント，珠洲沖セグメント，禄剛セグメントに対応する位置に，最大規模の津波想定のための断層モデ

ルとしてF43（走向：64度，傾斜：45度，断層長さ：48.3km，走向：55度，傾斜：45度，断層長さ：45.9km ）を設定している。
○文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2015）は，猿山沖セグメント，輪島沖セグメントに対応する位置に，震源断層モデルとしてNT6（走向：66度，傾斜：60度，断層長さ：

42.6km），珠洲沖セグメントに対応する位置に，NT5（走向：52度，傾斜：60度，断層長さ：21.6km），禄剛セグメントに対応する位置に，NT4（走向：61度，傾斜：60度，断層長さ：19.8km）を図示し
ている。また，文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2016）は，NT4，NT5，NT6を連動する可能性がある断層としている。

能登半島北部沿岸域断層帯は後期更新世以降の活動が否定できず，
その長さとして約96km区間を評価する。

○猿山沖セグメント，輪島沖セグメント，珠洲沖
セグメント，禄剛セグメントは近接して分布し，
すべてのセグメントで後期更新世以降の活動
が認められること，主要な文献でこれらのセグ
メントの連動を考慮しているものも存在するこ
とから，これらのセグメントを一連の構造（以
下，「能登半島北部沿岸域断層帯」）として評
価する（P.543）。

■北東端（P.544）
【海上音波探査】
○禄剛セグメントの北東端であるN-146測線に

おいて，複背斜構造が認められない。
→N-146測線を北東端と評価。

■南西端（P.545，546）
【海上音波探査】
○猿山沖セグメントの南西端であるNo.108-1・S

測線，No.2・S測線において，いずれの地層
にも変位，変形は認められない。

→No.2・S測線を南西端と評価。

⇒N-146測線（北東端）からNo.2・S測線（南西
端）までの約96km区間を評価。

○猿山沖セグメント，輪島沖セグメント，珠洲沖セ
グメント，禄剛セグメントは，雁行状または直
線状に断続的に分布した断層及び撓曲からそ
れぞれ構成される。

○音波探査記録の解析の結果，猿山沖セグメン
トは，北西落ちの短い断層及び撓曲が雁行状
に分布し，A層に変位，変形が認められる
（P.532～534）。

○輪島沖セグメントは，北西落ちの短い断層及
び撓曲が雁行状に分布し，B1層に変位，変形
が認められる（P.534～536） 。

○珠洲沖セグメントは，北西落ちの断層及び撓
曲が直線状に分布し，第四系に変位，変形が
認められる（P.537～539）。

○禄剛セグメントは，禄剛海脚を中心とする複背
斜構造の北西縁に撓曲が直線状に分布し，第
四系に変形が認められる（P.539～541）。

⇒海上音波探査の結果から，猿山沖セグメント，
輪島沖セグメント，珠洲沖セグメント，禄剛セ
グメントは，いずれも後期更新世以降の活動
が否定できないと評価。

【活動性評価】 【長さの評価】

位置図

右図範囲

北陸電力スパーカー
(No.2・S)

北陸電力スパーカー
(No.108-1・S)
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※： 以外の能登半島北部沿岸域断層帯を確認した音波探査記録はデータ集2

断層を確認した測線※
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2.7.2 (2) 能登半島北部沿岸域断層帯の文献調査

○岡村（2002）は，輪島沖セグメント，珠洲沖セグメント，禄剛セグメントに対応する逆断層を図示している。
○井上・岡村（2010）は，能登半島北岸沖の詳細な活断層調査により，門前沖から能登半島北岸に沿った沿岸海域に，活断層が断続的に分布しているとしており，断層の連続性に

基づき区分し，猿山沖セグメント，輪島沖セグメント，珠洲沖セグメントに対応する断層等を図示している。
・猿山沖セグメントは，門前の北西沖から猿山岬沖を経て輪島の北方沖まで約20km連続し，西部と東部の2つの活断層からなる。
・輪島沖セグメントは，輪島北方沖から東側に約20km連続する活断層群である。
・珠洲沖セグメントは，高屋付近より北東に延びる活断層である。

○尾崎ほか（2019）は井上・岡村（2010）とほぼ同じ位置に猿山沖セグメント，輪島沖セグメント，珠洲沖セグメントに対応する断層等を図示している。
○日本海における大規模地震に関する調査検討会（2014）は，猿山沖セグメント，輪島沖セグメント，珠洲沖セグメント，禄剛セグメントに対応する位置に，断層モデルとしてF43 （走

向：64度，傾斜：45度，長さ：48.3km，走向： 55度，傾斜：45度，長さ：45.9km ）を設定している。
○文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2015）は，猿山沖セグメント，輪島沖セグメントに対応する位置に，震源断層モデルとしてNT6 （走向：66度，傾斜：

60度，長さ：42.6km） ，珠洲沖セグメントに対応する位置にNT5（走向：52度，傾斜：60度，長さ：21.6km），禄剛セグメントに対応する位置にNT4 （走向：61度，傾斜：60度，長さ：
19.8km）を図示している。文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2016）は，連動する可能性がある断層の組合わせとしてNT4-NT5-NT6を考慮（グルーピ
ング）している。文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2021）では，NT6は活動性の評価を確実性Bクラス（第四紀後期に相当する地層まで変形を受けて
いる可能性が高いが，年代や断層による変形の幅が広く，第四紀後期に相当する地層までの変形がやや不明瞭），NT5は確実性Aクラス（第四紀後期までの地層が，変形・変位
を受けている），NT4は確実性Cクラス（変形を受けている最新期の地層の年代が第四紀前期である可能性がある）としている。

位置図

左図範囲



2.7.2 (3) 能登半島北部沿岸域断層帯の活動性 －能登半島北部沿岸域断層帯周辺の地質図－

○猿山沖セグメント，輪島沖セグメント，珠洲沖セグメント，禄剛セグメントは，雁行状または直線状に断続的に分布した断層及び撓曲からそれぞれ構成される。

○各セグメント周辺には，下部～中部中新統と推定される南志見沖層群及び珠洲沖層群の隆起が認められ，海岸に沿った断層上盤の隆起帯や禄剛沖隆起帯などの
海底の高まりとして海底面に露出している。

岡村（2002）

位 置 図
（尾崎他（2019），井上他（2010），岡村（2002）に加筆）

井上他（2010）

（岡村，2002）

（井上他，2010）

（尾崎他，2019）

左図範囲

端部測線
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2.7.2 (3) 能登半島北部沿岸域断層帯の活動性 －能登半島北部沿岸域断層帯周辺の地質層序－

○能登半島北部沿岸域断層帯周辺の音波探査記録を解析した結果，B層は記録パターンの特徴からB0層，B1層，B2層及びB3層に細区分される。
○B0層は，敷地前面調査海域には認められず，町野～大谷の沿岸部に局所的に分布しており，斜層理パターンを示す。
○B0層の地質年代を確認するために，井上・岡村（2010）に示されているN23解釈断面で地質層序の対比を行った結果，B0層はMa層（町野沖層：

井上・岡村（2010）で最終氷期前後の河川成堆積物と推定されている）に対比される。

井上・岡村（2010）によるN23解釈断面

北陸電力によるN23解釈断面

地質層序の対比結果

町野

大谷

位置図

産総研ブーマー
(N23)

断層

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。
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2.7.2 (3) 能登半島北部沿岸域断層帯（猿山沖セグメント）の活動性 －N1測線－

○N1測線において，D層隆起帯北縁で，A層下部，B1層，B2層，B3層，C1層，C2層，D1層に変位が認められることから断層を推定した。

位置図

断層

ESE→←WNW
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Ａ

猿山沖セグメント

C2

Ａ

D1

D2

N1-2N1-3

・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の
記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである

左図範囲

右図記録範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。



右図記録範囲
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2.7.2 (3) 能登半島北部沿岸域断層帯（猿山沖セグメント）の活動性 －N7測線－

○N7測線において，測点31付近のD層隆起帯北縁で，A層下部，B1層，B2層，B3層，C1層，D1層に変位が認められることから断層を推定した。
○測点15付近に推定される撓曲は，能登半島北岸に沿う隆起構造の北限に分布していることから，猿山岬北方沖断層帯の一部と判断した。
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Ａ
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Ａ
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・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の
記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである

猿山沖セグメント猿山岬北方沖断層

断層

位置図

左図範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。

※：猿山岬北方沖断層の評価は，補足資料2.7-1
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2.7.2 (3) 能登半島北部沿岸域断層帯（猿山沖セグメント，輪島沖セグメント）の活動性 －N16測線－

○N16測線において，測点46付近のD層小隆起帯北縁で，B1層に変形が認められ，B2層，C1層，D1層に変位が認められることから断層を推定し，西方へ連続することから猿山沖セグメントに対応
する断層と判断した。

○測点48，測点49付近にも，B1層，B2層，C1層，D1層に変位が認められることから断層を推定した。
○測点36付近でA層，B1層上部に変形及び，B1層下部，B2層，C1層，D1層に変位が認められ，測点55付近でB1層，B2層上部に変形及び，B2層下部，D1層に変位が認められ，測点56付近でA層下

部，B1層，B2層，D1層に変位が認められることから断層を推定し，東方へ連続することから輪島沖セグメントに対応する断層と判断した。

右図記録範囲 ・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の
記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである
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断層

左図範囲

位置図

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。



535

2.7.2 (3) 能登半島北部沿岸域断層帯（輪島沖セグメント）の活動性 －N22測線－

○N22測線において，D層の小隆起帯北縁の測点43付近で，A層，B0層，B1層，B2層，D1層に変位が認められることから断層を推定した。
〇その他にも，測点50付近でB0層，B1層，B2層，C1層，D1層に変形が認められ，測点51付近でB2層，C1層，D1層に変位が認められることからそれ

ぞれ撓曲及び断層を推定した。

・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の
記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである
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位置図

左図範囲
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右図記録範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。
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2.7.2 (3) 能登半島北部沿岸域断層帯（輪島沖セグメント）の活動性 －95測線－

○95測線において，測点134付近でA層，B1層，B2層上部に変形が認められ，B2層下部，Ｃ1層，Ｄ1層に変位が認められることから断層を推定した。
〇その他にも，測点128付近でB1層，B2層，Ｃ1層，Ｄ1層に変形が認められ，測点136付近でA層，B0層，B1層，B2層，Ｃ1層，Ｄ1層に変形が認められ，

測点137付近でB0層，B1層，B2層，Ｃ1層，Ｄ1層に変形が認められることから撓曲を推定した。
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・この図面は，海上保安庁水路部の海上音波探査の
記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである

位置図

左図範囲

海
上

保
安

庁
ス

パ
ー

カ
ー

(9
5
)

右図記録範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。
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2.7.2 (3） 能登半島北部沿岸域断層帯（珠洲沖セグメント）の活動性 －N31測線－

○N31測線において，D層隆起帯北縁で，B0層下部，B1層，B2層，D1層に変位が認められることから断層を推定した。

位置図

断層 ・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の
記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである
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右図記録範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。
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2.7.2 (3) 能登半島北部沿岸域断層帯（珠洲沖セグメント）の活動性 －N36測線－

○N36測線において，D層隆起帯北縁で，A層，B1層，B2層，C1層に変形が認められることから撓曲を推定した。

・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の記
録を北陸電力が独自に解析・作成したものである
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A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。



539

2.7.2 (3) 能登半島北部沿岸域断層帯（珠洲沖セグメント，禄剛セグメント）の活動性 －N40測線－

○N40測線において，測点9付近のD層上面の小起伏に沿って，B1層，B2層，C1層に変形が認められることから撓曲を推定し，北東方へ連続することから禄剛セグメント
に対応する断層と判断した。

○測点23付近でB1層，B2層，C1層，D1層に変形が認められることから撓曲を推定し，南西方へ連続することから珠洲沖セグメントに対応する断層と判断した。

位置図
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・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の
記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである

左図範囲

右図記録範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。
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2.7.2 (3) 能登半島北部沿岸域断層帯（禄剛セグメント）の活動性 －N-142測線－

○N-142測線において，D層隆起帯を構成する禄剛海脚を中心とした複背斜構造の北縁で，Q層基底，C層に変形が認められることから撓曲を推
定した。

・この図面は，地質調査所（現 産業技術総合研究
所）の海上音波探査の記録を北陸電力が独自
に解析・作成したものである
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右図記録範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。



右図記録範囲
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2.7.2 (3) 能登半島北部沿岸域断層帯（禄剛セグメント）の活動性 －N-145測線－

○N-145測線において，禄剛海脚を中心とする複背斜構造の一部をなすD層の小起伏の北縁で，Q層，C層上部に変形が認められ，Ｃ層下部，Ｄ1

層に変位が推定されることから断層を推定した。
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05:30 06:00・この図面は，地質調査所（現 産業技術総合研究
所）の海上音波探査の記録を北陸電力が独自
に解析・作成したものである

断層(破線は推定)

左図範囲

位置図 A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。
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2.7.2 (3) 能登半島北部沿岸域断層帯の活動性 －重力異常—

○澤田ほか（2012）によれば，猿山沖セグメント，輪島沖セグメント及び珠洲沖セグメントは，能登半島北縁海域の低重力異常帯に沿って分布して
いる。

○猿山沖セグメントと輪島沖セグメントの境界付近には等重力線の遷急部は認められず，さらに，同境界は陸上の地塊境界の延長位置にあたる。
また，輪島沖セグメントと珠洲沖セグメントの境界部には高重力異常域が認められ，さらに，同高重力異常域は内陸部に連続し，その西縁は陸
上の地塊境界にあたる。

ブーゲー異常図 水平一次微分図

・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去及び遮断波長
4kmのローパスフィルター処理を行っている。

・水平一次微分図は，左のフィルター処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

仮定密度：2,300kg/m3 コンター間隔：1mGal 鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

・上図は，陸域は本多ほか(2012)，国土地理院(2006)，The Gravity Research Group in Southwest Japan (2001)，Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et al. (2019)，
海域は産業技術総合研究所地質調査総合センター(2013)，石田ほか（2018）を用いて，金沢大学・当社が作成した。
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2.7.2 (3) 能登半島北部沿岸域断層帯の活動性 －まとめ—

○文献調査，海上音波探査の結果，能登半島北部沿岸域の断層群は，西から猿山沖セグメント，輪島沖セグメント，珠洲沖セグメント及び禄剛セ
グメントからなり，いずれも後期更新世以降の活動が認められる。これらのセグメントについては，その境界部でステップあるいは走向が変化し
ているが，主要な文献でこれらの断層が連動する可能性を考慮したものもある。

○重力探査の結果，猿山沖セグメント，輪島沖セグメント及び珠洲沖セグメントは，能登半島北縁海域の低重力異常帯に沿って分布している。
○以上のことから，猿山沖セグメント，輪島沖セグメント，珠洲沖セグメント及び禄剛セグメントは近接して分布し，すべてのセグメントで後期更新

世以降の活動が認められること，主要な文献でこれらのセグメントの連動を考慮しているものも存在することから，これらのセグメントを一連の構
造として「能登半島北部沿岸域断層帯」と評価することとする。

位置図

左図範囲
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2.7.2 (6) 能登半島北部沿岸域断層帯の端部 －北東端調査 N-146測線－

○N-145測線で断層が認められた東方延長であるN-146測線において，D層上面に北傾斜の起伏は見られず，少なくとも禄剛セグメントに対応す
る断層等は認められない。

・この図面は，地質調査所（現 産業技術総合研究
所）の海上音波探査の記録を北陸電力が独自
に解析・作成したものである
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右図記録範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。



右図記録範囲
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2.7.2 (6) 能登半島北部沿岸域断層帯の端部 －南西端調査 No.108-1・S測線－

○N1測線で断層等が認められた南西方延長であるNo.108-1・S測線において，いずれの地層にも断層等は認められない。
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A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。
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2.7.2 (6) 能登半島北部沿岸域断層帯の端部 －南西端調査 No.2・S測線－
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○N1測線で断層等が認められた南西方延長であるNo.2・S測線において，いずれの地層にも断層等は認められない。
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左図範囲

位置図

右図記録範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。
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2.7.2 (6) 能登半島北部沿岸域断層帯の端部 －まとめ－

■北東端
○海上音波探査の結果，N-145測線で推定した禄剛セグメントの北東方延長にあたるN-146測線において，禄剛セグメントに対応する断層等は認められない。
⇒断層構造が認められないことを確実に確認したN-146測線を北東端と評価。

■南西端
○海上音波探査の結果，N1測線で推定した猿山沖セグメントの南西方延長にあたるNo.108-1・S測線，No.2・S測線において，猿山沖セグメントに対応する断層等は

認められない。
⇒断層構造が認められないことを確実に確認したNo.2・S測線を南西端と評価。

○以上のことから，能登半島北部沿岸域断層帯の長さについては，N-146測線（北東端）からNo.2・S測線（南西端）までの約96km区間を評価。

位置図

右図範囲

北陸電力スパーカー
(No.2・S)

北陸電力スパーカー
(No.108-1・S)

端部測線

断層を確認した測線※

※： 以外の能登半島北部沿岸域断層帯を確認した音波探査記録はデータ集2



2.7.3 FU1

548



2.7.3 （1） FU1の評価結果

【文献調査】（P.550）
○鈴木（1979）は，ENE-WSW方向，南落ちの正断層を図示している。以下，この断層を「FU1」と称する。
○尾崎ほか（2019）は，FU1に対応する南落ちの正断層を図示していない。
○日本海における大規模地震に関する調査検討会（2014）は，FU1に対応する断層トレースを図示していない。
○文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2015）は，FU1に対応する震源断層モデルを図示していない。

FU1を横断する音波探査記録の解析の結果，少な
くとも第四系には相当する断層等は認められず，

後期更新世以降の活動は認められない。

○FU1は，鈴木（1979）では南落ちの正断層が
図示されているが，他の文献では図示され
ていない。

○音波探査記録の解析の結果，第四系には
相当する断層等は認められない（P.551～
553）。

活動性評価

位置図

上図範囲
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断層の有無を確認した測線※

※： 以外のFU1の有無を確認した音波探査記録はデータ集2 549



2.7.3 （2） FU1の文献調査

○鈴木（1979）は，ENE-WSW方向，南落ちの正断層を図示している。

○尾崎ほか（2019）は，FU1に対応する南落ちの正断層を図示していない。

○日本海における大規模地震に関する調査検討会（2014）は，FU1に対応する断層トレースを図示していない。

○文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2015）は，FU1に対応する震源断層モデルを図示していない。

位置図

右図範囲
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○80測線において，FU1に相当する南落ちの断層等は認められない。
○測点12付近において，B1層，B2層，C1層，D1層上面に変形が認められることから，撓曲が推定されるものの，FU1と落ち方向が異なる北落ちであり，能登半島北部沿

岸域断層帯の珠洲沖セグメントとして評価している。

2.7.3 （3） FU1の活動性 －80測線－
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位置図

上図範囲

・この図面は海上保安庁水路部（現，海上保安庁海洋情報部）の海
上音波探査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである
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右図記録範囲

※：能登半島北部沿岸域断層帯の評価は，P.528

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。 551



○101測線において， FU1に相当する南落ちの断層等は認められない。
○測点26付近のB1層基底，B2層，C1層，D1層に変位，変形が推定され，測点34付近のB1層，B2層，C1層，D1層に変位が推定されることから，2条の断層が推定される

ものの，いずれの断層もFU1と落ち方向が異なる北落ちであり，能登半島北部沿岸域断層帯の輪島沖セグメントとして評価している。

2.7.3 （3） FU1の活動性 －101測線－

FU1の位置図
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・この図面は海上保安庁水路部（現，海上保安庁海洋情報部）の海
上音波探査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである

右図記録範囲

上図範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。 552

※：能登半島北部沿岸域断層帯の評価は，P.528



○L4.3測線において，測点3付近の D1層，D2層に変位が推定されることから，断層を推定したが，B2層以上の地層に変位，変形は認められない。

2.7.3 （3） FU1の活動性調査 －L4.3測線－

位置図

断層（破線は推定）
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・この図面は，三澤（1997）の海上音波探査の記録を北陸
電力が独自に解析・作成したものである

上図範囲

右図記録範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。 553



554

2.7.4 FU2



2.7.4 （1） FU2の評価結果

【文献調査】（P.556）
○鈴木（1979）は，ENE-WSW方向，南落ちの正断層を図示している。以下，この断層を「FU2」と称する。
○岡村（2007），井上・岡村（2010），尾崎ほか（2019）は，FU2に対応する南落ちの正断層を図示していない。
○日本海における大規模地震に関する調査検討会（2014）は，FU2に対応する断層トレースを図示していない。
○文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2015）は，FU2に対応する震源断層モデルを図示していない。

FU2を横断する音波探査記録の解析の結
果，少なくとも第四系には相当する断層等

は認められない。

○FU2は，鈴木（1979）では南落ちの正断層が
図示されているが，他の文献では図示され
ていない。

○音波探査記録の解析の結果，第四系には
FU2に相当する断層等は認められない
（P.557～560）。

活動性評価

位置図

下図範囲

北陸電力スパーカー
（No.1-1）

断層の有無を確認した測線※

※： 以外のFU2の有無を確認した音波探査記録はデータ集2 555



2.7.4 （2） FU2の文献調査

○鈴木（1979）は，ENE-WSW方向，南落ちの正断層を図示している。
○岡村（2007），井上・岡村（2010），尾崎ほか（2019）は，FU2に対応する南落ちの正断層を図示していない。
○日本海における大規模地震に関する調査検討会（2014）は，FU2に対応する断層トレースを図示していない。
○文部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2015）は，FU2に対応する震源断層モデルを図示していない。

位置図

凡 例

下図範囲
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○N16測線において，FU2に相当する南落ちの断層等は認められない。
○測点47-50付近，測点55-56付近のA層下部，B1層，B2層，C1層，D1層に変位・変形が認められ，北西側に3条，南東側に2条の断層が推定され

るものの，南東側の2条は落ち方向が北側でFU2と異なり，北西側の3条はFU2の沖側に位置し，主断層は落ち方向が北側でFU2と異なることから，
これらはいずれも能登半島北部沿岸域断層帯の輪島沖セグメントとして評価している。

2.7.4 （3） FU2の活動性 －N16測線－

位置図

・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の記録を
北陸電力が独自に解析・作成したものである
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右図記録範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。 557

※：能登半島北部沿岸域断層帯の評価は，P.528



○L7測線において，FU2の想定位置はD1層に認められる向斜の北西翼部に位置し，南東方向に傾斜しているが，B2層以上の地層に変位・変形は
認められない。

2.7.4 （3） FU2の活動性 －L7測線－
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上図範囲
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・この図面は，三澤（1997）の海上音波探査の記録を北陸
電力が独自に解析・作成したものである

右図記録範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。 558



○N-121測線において，FU2に相当する南落ちの断層等は認められない。
○19:30付近，19:55付近のQ層基底，C層，D1層，D2層に変位，変形が推定されることから，3条の断層が推定されるものの，いずれの断層も，FU2

と落ち方向が異なる北落ちであり，FU2に相当する断層でないと判断される。

2.7.4 （3） FU2の活動性 －N-121測線－

FU2の位置図
上図範囲

断層（破線は推定）

・この図面は，地質調査所（現 産業技術総合研究所）の海上音波探
査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである
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右図記録範囲

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。 559

※：猿山岬北方沖の断層の評価は，補足資料2.7-1



○No.1-1測線において，いずれの地層にも南東落ちの断層が推定できるような変位，変形は認められない。

2.7.4 （3） FU2の活動性 －No.1-1測線－

位置図

北陸電力スパーカー
（No.1-1）
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A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。 560
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2.8 敷地周辺の断層の評価（まとめ）



562

【陸域（半径30km範囲）】

No. 名称 長さ※1 敷地からの距離※2 評価

敷
地
近
傍
陸
域

① 福浦断層 3.2km 約1.3km 後期更新世以降の活動が否定できない。

②

和光台南の断層 （2km） 約2.9km 対応する断層は認められない。

高ツボリ山東方リニアメント （3.4km） 約2.9km 対応する断層は認められない。

高ツボリ山北西方Ⅰリニアメント （0.5km） 約3.7km 対応する断層は認められない。

高ツボリ山北西方Ⅱリニアメント （0.8km） 約3.8km 対応する断層は認められない。

③ 長田付近の断層 （2.5km） 約3.7km 差別侵食地形であり，対応する断層は認められない。

敷
地
周
辺
陸
域

④ 高浜断層 （3km） 約7.4km 後期更新世以降の活動は認められない。

⑤ 富来川南岸断層 9.0km 約10km 後期更新世以降の活動が否定できない。

⑥ 矢駄リニアメント （6.8km） 約11km 差別侵食地形である。

⑦ 谷内西方の断層 （2km） 約12km 後期更新世以降の活動は認められない。

⑧ 酒見断層 11.0km 約14km 後期更新世以降の活動が否定できない。

⑨ 高爪山西方の断層 （1.5km） 約16km 後期更新世以降の活動は認められない。

⑩ 横田付近の断層 （2.5km） 約13km 差別侵食地形である。

⑪ 西谷内リニアメント （3.3km） 約13km 差別侵食地形である。

⑫ 田尻滝西方の断層 （2km） 約14km 地すべり地形であり，対応する断層は認められない。

⑬ 二口西方の断層 （1km） 約14km 地すべり地形である。

⑭ 越ヶ口西方の断層 （0.5km） 約15km 地すべり地形である。

⑮ 別所付近の断層 （1.7km） 約15km 対応する断層は認められない。

⑯ 小牧断層 （1.7km） 約15km 後期更新世以降の活動は認められない。

⑰ 瀬嵐断層 （1km） 約15km 後期更新世以降の活動は認められない。

⑱ 鹿島台リニアメント （0.6km） 約15km 後期更新世以降の活動は認められない。

⑲ 眉丈山第1断層 （9km） 約15km 対応する断層は認められない。

⑳ 眉丈山第2断層 23.0km 約15km 後期更新世以降の活動が否定できない。

㉑ 徳田北方の断層 （3.4km） 約20km 対応する断層は認められない。

㉒ 富来川断層 3.0km 約19km 後期更新世以降の活動が否定できない。

㉓ 鹿島西断層 （4.4km） 約20km 対応する断層は認められない。

㉔ 緑ヶ丘リニアメント （5.2km） 約21km 後期更新世以降の活動は認められない。

㉕ 曽福リニアメント （2.9km） 約21km 後期更新世以降の活動は認められない。

㉖ 能登島半の浦断層帯 11.6km 約21km 後期更新世以降の活動が否定できない。

㉗ 無関断層 （0.5km） 約21km 後期更新世以降の活動は認められない。

㉘ 島別所北リニアメント （2.2km） 約24km 後期更新世以降の活動は認められない。

㉙ 七尾湾調査海域の断層
（N-1断層，N-2断層，N-8断層）

（2.0～4.5km） 約24km～26km 後期更新世以降の活動は認められない。

㉚ 邑知潟南縁断層帯 44.3km 約24km 後期更新世以降の活動が否定できない。

㉛ 坪山-八野断層 11.8km 約34km 後期更新世以降の活動が否定できない。

㉜ 内高松付近の断層 （1.7km） 約33km 対応する断層は認められない。

㉝ 西中尾リニアメント （11km） 約23km 差別侵食地形であり，対応する断層は認められない。

㉞ 下唐川リニアメント （3.3km） 約23km 差別侵食地形である。

㉟ 小又西方の断層 （2.5km） 約26km 差別侵食地形である。

㊱ 原断層 （1.5km） 約27km 差別侵食地形である。

㊲ 能都断層帯 19.8km 約36km 後期更新世以降の活動が否定できない。

敷地周辺陸域（半径約30km範囲）の断層評価（概要）

※1：（）内の長さはリニアメント・変動地形または文献に示された長さ
※2：敷地と断層の両端点を結んだ線分の中点の距離から算出
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⑫⑭
⑬
⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

㉗

㊱

敷地周辺陸域（半径約30km範囲）の断層分布図

㉙

凡 例

伏在断層

リニアメント・変動地形は判読されないが，
文献に図示された主な断層等

後期更新世以降の活動が否定できない断層等①

後期更新世以降の活動が認められない断層等①

対応する断層が認められない①

断層評価結果
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【海域（半径30km範囲） 】

No. 名称 長さ※1 敷地からの距離※2 評価

敷
地
近
傍
海
域

Ⓐ 兜岩沖断層 4.0km 約4.0km 後期更新世以降の活動が否定できない。

Ⓑ 碁盤島沖断層 4.9km 約5.5km 後期更新世以降の活動が否定できない。

敷
地
前
面
調
査
海
域

Ⓒ 海士岬沖断層帯 17.5km 約16km 後期更新世以降の活動が否定できない。

Ⓓ 羽咋沖東撓曲 33.6km 約20km 後期更新世以降の活動が否定できない。

Ⓔ 徳山他（2001）の断層 （26km） 約21km 対応する断層は認められない。

Ⓕ 鈴木（1979）の断層 （13km） 約22km 対応する断層は認められない。

Ⓖ 羽咋沖西撓曲 23.0km 約24km 後期更新世以降の活動が否定できない。

Ⓗ 笹波沖断層帯（東部） 20.6km 約24km 後期更新世以降の活動が否定できない。

Ⓘ 笹波沖断層帯（西部） 24.5km 約24km 後期更新世以降の活動が否定できない。

Ⓙ 田中（1979）の断層 （16km） 約25km 対応する断層は認められない。

Ⓚ 前ノ瀬東方断層帯 29.5km 約28km 後期更新世以降の活動が否定できない。

敷地周辺海域（半径30km範囲）の断層評価

※1：（）内の長さは文献に示された長さ
※2：敷地と断層の両端点を結んだ線分の中点の距離から算出

敷地周辺海域（半径30km範囲）の断層分布図

Ⓐ

ⒹⒼ

後期更新世以降の活動が否定できない断層等①

対応する断層が認められない①

断層評価結果
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【陸域（半径30km以遠）】

敷地周辺陸域（半径30km以遠）の断層分布図

Ⅰ

敷地周辺陸域（半径約30km以遠）の断層評価

No. 名称 長さ 敷地からの距離※1 評価

敷
地
周
辺
陸
域

Ⅰ 砺波平野断層帯（西部） 26km 約49km 後期更新世以降の活動が否定できない。

Ⅱ 森本・富樫断層帯 27km 約56km 後期更新世以降の活動が否定できない。

Ⅲ 砺波平野断層帯（東部） 21km 約59km 後期更新世以降の活動が否定できない。

Ⅳ 呉羽山断層帯 35km 約60km 後期更新世以降の活動が否定できない。

Ⅴ 牛首断層帯 78km 約80km 後期更新世以降の活動が否定できない。

Ⅵ 跡津川断層帯 69km 約85km 後期更新世以降の活動が否定できない。

Ⅶ 魚津断層帯及び能登半島東方沖の断層 132km 約91km 後期更新世以降の活動が否定できない。

Ⅷ 御母衣断層 74km 約94km 後期更新世以降の活動が否定できない。

Ⅸ 福井平野東縁断層帯 45km 約100km 後期更新世以降の活動が否定できない。

Ⅹ 糸魚川－静岡構造線活断層系 158km 約165km 後期更新世以降の活動が否定できない。

※1：敷地と断層の両端点を結んだ線分の中点の距離から算出

後期更新世以降の活動が否定できない断層等①

断層評価結果



【海域（半径30km以遠）】

敷地周辺海域（半径約30km以遠）の断層評価

No. 名称 長さ※1 敷地からの距離※2 評価

敷
地
周
辺
海
域

ⓐ FU2 （60km） 約32km 対応する断層が認められない。

ⓑ
富山湾西側海域
の断層

富山湾西側海域断層 53km 約45km 後期更新世以降の活動が否定できない。

ⓒ TB3 （24km） 約73km 後期更新世以降の活動は認められない。

ⓓ
猿山岬北方沖
の断層

猿山岬北方沖断層 41km 約51km 後期更新世以降の活動が否定できない。

ⓔ 猿山岬以西の断層 （24km） 約36km 後期更新世以降の活動は認められない。

ⓕ F47 43km 約52km 後期更新世以降の活動が否定できない。

ⓖ FU1 （63km） 約61km 後期更新世以降の活動は認められない。

ⓗ
能登半島北部沿岸域断層帯
（猿山沖セグメント・輪島沖セグメント・

珠洲沖セグメント・禄剛セグメント）
96km 約65km 後期更新世以降の活動が否定できない。

ⓘ F50 26km 約76km 後期更新世以降の活動が否定できない。

ⓙ F48 28km 約80km 後期更新世以降の活動が否定できない。

ⓚ F44 50km 約95km 後期更新世以降の活動が否定できない。

ⓛ F51 65km 約106km 後期更新世以降の活動が否定できない。

ⓜ F42 57km 約122km 後期更新世以降の活動が否定できない。

ⓑ

ⓗ

ⓒ

ⓓ

ⓔ

ⓚ

ⓛ

ⓙ

ⓜ

※1：（）内の長さは文献に示された長さ
※2：敷地と断層の両端点を結んだ線分の中点の距離から算出

敷地周辺海域（半径30km以遠）の断層分布図
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後期更新世以降の活動が否定できない断層等①

後期更新世以降の活動が認められない断層等①

対応する断層が認められない①

断層評価結果
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